
ブラジルから日本への帰国を予定されている方へ（３月以降の水際措置

の見直し） 

2022 年 2 月 25 日 

 

●２月２４日、日本政府は水際対策に係わる新たな措置（本年３月以降の水際措置の

見直し）を決定し、３月１日午前０時（日本時間）から、以下の措置を講じるところ

お知らせいたします。また、今回の見直しによりサンタカタリーナ州及びバイア州は

「水際対策上特に対応すべき変異株に対する指定国・地域」への指定が解除されま

す。なお、入国に際して、入国時の検疫での検査、出国前７２時間以内に受けた陰性

証明書の提示、スマートフォンの携行と必要なアプリの登録、質問票、誓約書の提出

等についてはこれまでどおり求められ、変更はありませんのでご留意ください。 

 

（１）入国後の自宅等待機期間 

○検疫所の宿泊施設での待機対象となっている国・地域（３月１日からブラジルでは

サンパウロ州及びパラナ州のみ。以下「指定国・地域」と言います）から帰国・入国

される場合、自宅等待機期間は次のとおりです。 

⇒有効なワクチン接種証明（※）をお持ちの方 

原則７日間の自宅等での待機。入国後３日目以降に自主的に検査を受け、陰性結果を

入国者健康居所確認アプリ（MySOS）から入国者健康確認センターに届出、同センタ

ーからの「待機終了の連絡」によりそれ以降の待機が不要となります。 

⇒有効なワクチン接種証明をお持ちでない方 

検疫所の指定する宿泊施設での３日間待機。入国後３日目、施設での検査の陰性結果

により、施設退所後の待機は不要となります。（施設退所後は公共交通機関の使用も

可能になります。） 

○指定国・地域以外（３月１日からブラジルではサンパウロ州及びパラナ州を除く

州）から帰国・入国される場合、自宅等待機期間は次のとおりです。 

⇒有効なワクチン接種証明（※）をお持ちの方 

待機不要。（入国後から公共交通機関の使用も可能です。） 

⇒有効なワクチン接種証明をお持ちでない方 

原則７日間の自宅等での待機。入国後３日目以降に自主的に検査を受け、陰性結果を

入国者健康居所確認アプリ（MySOS）により入国者健康確認センターに届出、同セン

ターからの「待機終了の連絡」により以降の待機が不要となります。 

 

※有効なワクチン接種証明書 

以下（ア）～（エ）の条件を満たすものに限り有効です。検疫で提示してください。 

（ア）政府等公的な機関で発行された接種証明書であること。（発行国・地域は問わ

ず） 

（イ）氏名・生年月日・ワクチン名又はメーカー・ワクチン接種日・ワクチン接種回

数が日本語又は英語で記載されていること。（ポルトガル語のみで記載されている場

合は、ワクチン接種証明書所持者本人等において手書きで翻訳の追記をすることでも

有効となります。） 

（ウ）以下のワクチン（ワクチン名／メーカー）いずれかを２回接種していることが

分かること。 

・コミナティ筋注／ファイザー 

・バキスゼブリア筋注／アストラゼネカ 

・ＣＯＶＩＤ‐１９ワクチンモデルナ筋注／モデルナ 

・Ｊａｎｓｓｅｎ ＣＯＶＩＤ‐１９／ヤンセン 



※ヤンセンについては、１回の接種で２回分相当とみなされます。 

（エ）以下のワクチン（ワクチン名／メーカー）いずれかを３回目以降に接種してい

ることが分かること。 

・コミナティ筋注／ファイザー 

・ＣＯＶＩＤ‐１９ワクチンモデルナ筋注／モデルナ 

※詳細については以下のホームページもご参照ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00342.html 
 

（２）入国後の自宅等待機のため自宅等まで移動する場合の公共交通機関の使用 

上記（１）のうち自宅等待機が必要となる場合、以下の（ア）、（イ）の条件を満た

すことで公共交通機関の使用が認められます。 

（ア）空港から自宅等待機のために自宅等に移動する場合に、必要最小限のルートに

限定すること。 

（イ）空港検疫での検査（検体採取）後２４時間以内であること。 
 

（３）外国人の新規入国制限の見直し 

外国人の新規入国について、受入責任者の管理のもと、観光目的以外の新規入国が認

められます。 

※詳細は以下のホームページをご参照ください。 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00341.html 
 

◎3 月１日以降の措置見直しについての詳細は以下のホームページも合わせてご参照

ください。 

 

・Ｑ＆Ａ（水際対策強化に係る新たな措置（27））（２月２４日更新） 
https://www.mhlw.go.jp/content/000901838.pdf 
 

・水際対策強化に係る新たな措置（27） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000901651.pdf 
 
 

（問い合わせ先） 

在クリチバ日本国総領事館 

－電話：41-3322-4919 

－e-mail：setorconsular@c1.mofa.go.jp 
 
  
 

在ポルトアレグレ領事事務所 

－電話：51-3334-1299 

－e-mail：cjpoa@c1.mofa.go.jp  
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